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また基本的な制度設計を担う国と、現場に直接向き合う地方自治  

体が、各々その責任を的確に果たすという視点が璽空である。  

医療制度の改革を進める上では、将釆をしつ力＼りと見据えた長期  

的なビジョンを持ち、現場の声を聞きながら政策の立案や推進を行  

うことが必要であり、「安心と希望の医療確保ピジョン」を示し改革  

を進めていく。  

医療は、生命の尊重と個人の尊厳の保持を旨とし、医療の担い手  

と医療を受ける育との信頼関係に基づき行われるものであり、治療  

（「治す」）のみならず、疾病の予防のための措置やリハビリテー  

ションも含め、人々の生活を「支える」かけがえのない営みである  

が、ピジョンを示すことで、患者や家族等、あるいは医師左はじめ  

とした医療従事者、また医療従事者になることを志す人々を含めた  

国民各位が、将矧とわたり医療に関する安心と希望を抱＜ことを期  

待する。  

なお、医療制度と介護制度の役割分担など、必ずしも十分な談論  

を尽くすことができなかったテーマもあることを付記するとともに、  

このビジョンで示した施策を実現するため、今後の具体的な取組の  

中で、無重太を省＜ための改革努力を引き続き行いながら、，必要な財  

源の確保を図ってい＜ことが必要である。   

医療を取り巻く環境が、少子高齢化の進展や医療技術の高度化等  

により大きく変化している中で、医療サービスの質を向上させると  

ともに、その生も増やしてほしいという国民の声も強＜、また医療  

従事者の側からも、厳しい勤務環境に閲し改善を求める声は高いも  

のがある。国民の医療に対する安心を確保し、▲将来にわたり賞の高  

い医療サービスカー受けられるよう、医療従事者を含めた国民の声に  

きちんと耳を傾け、多様な意見を集約して政策に反映させていくと  

いう現場重視の姿勢を貫きながら、次の原則に沿って、これからも  

引きつづき医療制度の改革を行ってい＜。  

○ 政府・厚生労働省の権限を拡大せず、現場・地域のイニ  

シアチフを第一とする。  

医療王買】易の医師・看護師等の医療従事者から、自ず力＼ら上  

がってきた多様な意見を集約して政策とするという、現場重  

視の方針を貫＜。  

○ 改革努力を怠らない。  

ビジョンを示した後も、無駄を省＜努力を怠らない。例え  

ば、規制撤廃により医療買を削減できる場合は、安全性を確  

保しつつ、積極的に規制撤廃を推進する。  

一方、一定の医療資源の中で賞の高い医療サービスを今後とも実  

現してい＜ためには、園民も、地域医廟を自ら支え・守るものであ  

ると意識を改革し、医療従事者と連携・協働することが重要となって  

いる。   

とりわけ医師数については、王胃状では総数が不足しているという  

認識の下で対策を行う必要があるが、単に医師数を増やすのみで課  

題が解決するものではな＜、医療従事者のみならず、患者・家族等  

国民がみんなで医療を支えてい＜姿勢が求められる。  
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患者・家族にとって最適の医療を効率的に提供する藍莞点から、今   
後、職種間の役割分担と協働に基づ＜チーム医療を推進していくこ   
とが求められるが、その際には、個々の現場でそうした役割分担を   

進めるための十分な人員を確保できるよう、看護師をはじめとした   

コメディカルの雇用数を増加させる。   

ウ．総合的な診療能力を持つ医師の育成  

医師の専門分化が進む中、内科、小児科、救急から末期がん、認   

知症、書取りまで患者の全身の状態を踏まえた診療を行う視点力＼ら、   

総合的に患者を診る能力を有する医師の育成を支援する。  

工．臨床研修制度の見直し  

平成16年に必修化された現在の臨床研修制度については、これ   

までの実施状況を踏まえ、医師不足問題がより深刻な診療科や地域   
医療への貢献を行う臨床研修病院等を積極的に評価するとともに卒   
前教育や専門医制度との連携を深める。また、臨床研修病院等にお   

ける研修の見直しなとを行いつつ、研修医の受入れ敷の適正化を図   

る，  

オ．歯科医師の稟成  

歯科医師については、適正な需給について検討し、文部科学省と   
の連携の下に必要な対策を講じる。併せて、将来の歯科医師の活用   

策について検討する。   

（2）医師の勧誘環境の改善   

ア．女性医師の吉住職防止・厚弼支援  

医師国家試験合格者における女性の増加に伴い、女性医師の割合   
が上昇している中、女性医師対策は、医師不足対策において最重要   

●  

ll．具体的な蹄業  

（11医師数の増加  

ア．医師集成穀の増加  

「医師の需給に関する検討会報告吾」（平成18年7月）では、   

2004年の医師矧こついて、医師の勤務時間の現状とあるべき姿   

とのギャップを「不足医師王」とすると、2004年においては9   
000人が不足し、将来的には2022年に需給が均衡するとされ   

ている。  

一万、医師の需給については、様々な要因が関係しており、医師   
不足問題に対し主に医学部の定員増で対応した場合、効果が現れる   
までに長期間かかるため、同時に短期的な施策の検討も必要である。   

矧犬において、医師の勤務状況は過重となっており、適正な勤務状   

況における必要な医療提供体制を確保するため、簡体として医師数   

を増やす方向とし、同時に医師黄成環境の整備を行う。  
医学部の定員については、平成9年6月3日の閣議決定「財政   
構造改革の推進について」における、「医療提供体制について、大   
学医学部の整理・合理化も視野に入れつつ、引き続き、医学部定員   
の削減に取り組む。」とされていたが、既lこ、「新医師確保総合対策」   

（平成18年）と「緊急医師確保対策」（平成19年）によって医   
師禁成の前倒しという方針の下で最大395名の増員が可能となっ   
ている。さらに、今回、現下の医師不足の状況にかんがみ、従来の   

閣議決定に代えて、医師羞成数を増加させる。  

イ，コメディカル雇用数の増加   

専門医制度の整備状況を踏まえ、規制緩和を行う．  

また個々の病院において実態に見合った適正な医師数を確保す   

るよう、必要医師数の算定方式の見直しを含め、医療法標準を見直   

す。   

14）職種間の協懐いチーム医療の充実  

耶重間での協働とチーム医療の充実を進める際に当たっては、それ  
ぞれの職種が、互いに専門性を尊重しつつ、情報の共有を効率的に行  

うことにより緊密な連携を充実させ協働関係を築くことで、病院勤掠  
医の過重労働の解消を図りながら、全体として悪者・家族、医療従事  
者もともに安全と安心・納得を生み出すという視点が重要である。  

ア．医師と葛諌職との協働の充実  

「医師及び医療関係職と事抹職員等との間等での役割分担の推進   
について」（平成19年12月28巳医政局長通机以下「役割分担   
通知」という。）で示したように、各郡重に認められている業務範屈   

の下での業誘を普及する。また現場の看護師が専門看護師、認定書   

講師の取得を促進する施策を講じ、その旨及・拡大に努める。さら   

に、医師・看護師がそれぞれの専門性を情報共有や会議等を通じて   
十分に発揮するとともに、効率的な医療の提供に資するため、チー   
ム医療による協働を進める。その際、これからの看護師には、医師   

や他のコメディカル、他の職員等や患者・家族とのコミュニケーシ   
ョンを円滑にする役割等が求められるほか、在淫や医療機関におけ   
るチーム医療の中で、自ら適切に判断することのできる看護師の賛   
成が必要であることなとから、看護基礎教育の内容及び就労後の研   

修を充実するとともに、教育の方法や内容、期間について、将栗を   
見渡す観点からの望ましい教育の在り方に関する抜本的な検討を進   

める。  

また助産師については、医師との連携の下で正常産を自ら扱うよ   

う、院内助産所・助産師外来の普及等を図るとともに、専門性の発   

揮と効率的な医療の提供の観点から、チーム医療による協働を進め   

の課題である。特に産科、小児科といった医師不足問題が強く憲書哉   

されている診療科の若手医師には女性が多＜、こうした女性医師の   

離職防止、出産・育児等と勤環との両立を安心して行うことができ   

る環境の整備は喫緊の課題である。このため、女性医師の就業率を   
高め、医療分野が男女共同参画のモデルとなるよう早急に対策を進   

める。具体的には、「短時間正社員制度」を始めとした出産・育児等   
に配慮した勤務環境の導入・旨及や、キャリア形成における出産 

育児への配慮、院内保育所の整備や充実、復職研修の充実などを進   

める。  

イ．医師の多様な勤務形礎  

医師のワーク・ライフ・バランス等に配慮し、特定の医師に過剰   

な負担を掛けることがないようにする。例えば、公務員である医師   
を含め、例えば週のうち数日は地方の医療機関で勤汚するなと非常   

勤医師の活用により地域医療を支える多様な勤務形態の導入、コメ   

ディカルの活用も含めたチーム医療の徹底、交替勤務制の導入促進   

なとを屈る。  

また、産科医療補償制度の早期実現や、医療事故における死⊂の   

原因究明・再発防止を図る仕組みの構築など医療リスクに対する支   

援体制の整備を進めることにより、医療の透明性の確保や医療に対   
する国民の信頼の回復につなげるとともに、医師等が萎縮すること   
なく医療が行える環境の整備を進めることが重要である。   

（3）診療科のバランスの改苦等  

医師数の診療科間の適正なバランスを確保するためには、医師総   

数の増加を前提とする必要がある。その上で、過酷な勤務環境や訴   
訟リスク等の要因を取り除いていくことが重要である。また、医師   
の職業選択の自由に配慮しつつ、産科・小児科・救急科・外科等に   

ついて、現場・地1或の意見を重視し、増員のための万策を自治体とと   

もに検討する。  
麻酔科については、現在、国が標探資格を定め許可しているが、  



る。またその際、助産師業拷lこ従事する助産師の数を増やすととも   
に一資質向上策の充実も図る。   

イ．医師と歯科医師・薬剤師等との協働の充実  

摂食・喩下機能等人々の生活の基本を支える歯科医療においても、   

チーム医療の下で、歯科医師や歯科衛生士等歯科医療関係職種と、   
医師や看繕師事との連携を進める。   
医療機関に勤務する薬剤師がチーム医療の担い手として活動する   
ために、病棟等での薬剤管理や、医師・看護師と悪者・家族の間に   
立ち服薬指導を行うなどの業務の普及に努める。また、医薬品の安   
全性確保や質の高い薬物療法への参画を通じ医師等の負担軽矧こ貢   
献する観点力、ら、チーム医療における協働を進めるとともに、資質   

向上策の充実も図る。   

ウ．医師とコメディカルとの協働の充実  

臨床検査技師や躊床工学技士の積極的な活用を図るととともに、  
医師と作業療法士、理学療法士等のコメディカルとの協働を進める  

など、多職種連携によるチーム医療の普及に努める。   

エ医師・看護婦と壱建補助呑・メディカルクラーク等との協働の充実  

患者・家族に最適なサービスを提喋する観点力、ら、役割分担通知  
で示し牢ような物品補充、患者の移動などの看護職と看護補助者の  
役割分担を進める。また、チームケアに関する香接戦や介護職への  

教育、研修等も含め、看言葉昭と介護職との協働を進める。   
メディカルクラーク（医師事務イ乍業補助書、医療秘書奄ど）につ  
いては、書類吉己載、オータリングシステムヘの入力などの役割分担  
を推進するとともに、資質向上の方策について検討する。   
また、医師等と患者側のコミュニケーションの仲立らをし、十分  

な話し合いの横車を確保するといった業務を担う人材の育成が必要  
である。  
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医療は、人々が地域で安心して生活してい＜上で欠力、すことのできな   

い、国民生活の基盤を支える営みである。とりわけ救急医療が盤古なも   
のであることは、急激な健康状態の悪化に備え、地域のセーフティ・ネ   

ットを確保するという観点からその根本をなすものである．また、医療   
は行政や医師をはじめとした医療従事者のみならず、患者・家族等地域  
住民が支えるものであるため、救急医療をはじめとした地域医療の様々  
な側面において、そうした、医療を支えるそれぞれの取り組むべき万策   
や役割等について以下に整理する。  

（1）救急医療の改革策の推進   

ア．救急医療の充実  

救急医療については、医療機関への円滑な搬送を確保しつつ、現   
行の初期救急、2次救急、3次救急といった3段構えを維持しなが   

ら、更なる量的・質的充実を図り、救急患者に対し、地域全体でト  
リアージ（重症度、東急性等による悪者の区分）を行い、院内の各   

診療科だけでな＜、地域全体の各医療碑関の専門性の中から、病状   

に応じた適切な医療を提供できる医療機関又は院内の診療科へ効率   
的に振り分ける体制を整備する（管制塔機能を担う医療機関の整   
備・人材の育成）。  

具体的には、救急窓琶の動向や既存の救急医療に関わる資源、連   
携の状況等を調査し、当該調査を踏まえ、地域の現状を的確に把握   
した上で、平時から、管制塔機能を担う医療機関とともに、地域全   
体の各医療機関の専門性について情報共有レ、その情報を住矧こ対   
して開示し、救急患者の効率的な振り分lT万策について議論してお   
＜昭要がある。各医療摂関においては、例えば通常業ま引こ加え救急   

業持を担うことによる医師等の疲弊を防ぐため交代勤務制を整備す   
る。   

また救急医療機関での受入れを確実なものとするために、急性期   

を脱した患者を受け入れる病床を確保するほか、夜間・休日等にお  

ける診療所医師の外来診療の推進など、診療所医師の救急医廟への  
参画を進め、救急医療機関と地域の他の医療機関との間で、地域全  
体の各医療機関の専門性や、効率的な患者の振り分け万矧こついて  

情報共有し、その情報を住民に対して開示する。   
医療機関と消防機関との連携を強化する観点から、救急医療情報  
システムにおける情報更新の随時化、救急患者受入コーディネータ  

ーの配置、現場の医療従事者と消防機関とで開催するメディカルコ  
ントロール協班会における救急搬送等に係る地域の現状把橿・協議  
の充実と住民への開示を推進する。  

一方で行政は、各都道府県の医療計画において定められた、がん、  
脳卒中、救急医療など4疾病5事業に係る医療連携体制を推進する  
とともに、地域住民のニースを調査・把握し、各医療機関が地域のニ  

ースに応じた役割を果たすことができるよう、医療機関に対する情  
報提供を行う。十分な情報開示を行うことによって、地域住民がネ  
ットワヤクを踏まえて行動するよう普及哲発を進める。あわせて、  
そうした「地域完結型医療」の普及に向け、モデルとなる成功例を  

示す。また診療所については、地域のニーズを把握した上で、例え  
ば複数の医師等がクループで診療を行う体制とし、地域の他の医療  
機関との連携を確保した上で夜間・休日等も含め一定の初期救急も  
担うなど、機能を浄化するとともに、地域住民の利用に資するため、  

診療所についても十分な情報の開示を進める。  イ．夜間・救急利用の適正化  

また、限りある地域の医療資源を有効に活用するとともに、医師  
をはじめとする医療従事者の過度の負担を軽減する観点から、不  

要・不急時の救急医療の利用を最小限のものとするため、軽症患者  
による夜間の救急外来利用の適正化や、救急車の適切な利用に関す  
る普及啓発に努める。併せて、独居高齢者等の地域における見守り  
や、妊婦の健康管理の重要性等についての普及、小児科における小  

児救急電g吉相談事業（＃8000）を高齢者を含む成人へ広けるな  
ど、救急電三吉相識事業の拡充の検討や、家庭への緊急時のマニュア  
ル等の普及を図る。  

（31＝在宅医療の推進   

患者・家族の生活の質を確保する観点から、医療の提供の環とし  
て、医療機関だけではな＜住まいを念頭lこ置＜発想も必要であり、  
退院前・退院後ケアカンファレンス等を通じた切れ目のない医療連  

携の確保とともに、介護との連携を図る。  

毎に住民の＝－ズを把握  

した上で、医療サービスと介護サービスの連携、ボランティア等の  
活動との連携を進めるとともに、医焙、介護、福祉に関する情報を  
住民に開示する。その際には、予防や社会資源の開発・連携体制の  

構築等にういての医療・介護・福祉の現甥lこおける保健師の専門性  
活用を推進する。さらに、訪問者護ステーションの規模の拡大等を  

図り、訪問害護の更なる普及を目指すとともに、訪問看護ステーシ  
ョンや在宅医療を提供する医療機関については、地域の多様な在宅  
医療ニーズに的確に対応することに加え、例えば末期がんや精神・  

神経疾患等の専門性の高い分野にも対応できるよう、専門性の深化  
に努める。また、居住系施設における医療ニースを満たすことを進  
める。   
薬局については、夜間・休巳の対応、患者宅への医薬品・衛生材  
料等の供給、緩和ケアヘの対応等を確実に実施するため、地域にお   

（2）「地域完結型医療」の推進  

救急医療に限らず、地域の限られた医療資源を有効に活用するた   
めには、個別医療機関がそれぞれで全ての医療ニースに対応する「医   
療機関完結型医療」ではな＜、医療機関がそれぞれの得意分野を活   

かし、地域全体で完結する「地域完結型医療」が求められる。その   
牒には、医療計画等に基づき自らゐ地域における役割を検討し、地   
域連携クリテイカルパス等を利用した情報の共有化や円滑なネット   
ワークの構築に努める。また居住系施設や介障施投においても医療   
機関との連携に努める。 

1f  



ける医薬品等の供給体制や、医薬品の安全かつ確実な使用を確保す  
るための適切な服薬支援を行う体制の確保・充実に甘文り組む。  
さらに、患者・家族に対する在宅医療や介護に関する情報の積極  
的な提供に努めるとともに、地域におけるボランティアや民生委員  

等を通じて患者・家族への精神的側面毛含めた支援を行うような活  

動等の推進や、それらと医療従事者との連携を図る。  

歯料医療においては、高齢者の健康増進や誤疇性肺炎予防の観点  

から口腔機能の向上や維持管理か重要であり、在宅医療と連携した、  
在宅歯科診療を推進していくための人材育成や体制整鯨を進める。．   

（4）地t或医卓震の充実・遠隔医療の推進  

へき地の医療体制の充実に際しても、地理・気候・人口等の条件  
や医療資源・連携等に関する情報を収集し、現状把握に努めた上で、  

必要な医療体制を構築する。その際に、必要な医療資源を確保する  
ため、医師等が地1或医療に自ら進んで従事するための方策の検討を  
進めるとともに、へき地医療機関への支援等を一層充実する。  

あわせて、遠隔医療についても、必要な医療袈源を確保する観点  

から、医療の地域格差を是正し、医療の質及び患者の利便性を向上  
させるため、情報通†言機器の整備等により今後一層の推進を図る。  

∴・・・・・ ∴∴  
（1）相互王堅昏写の必要性  

医療の高度化などにより、医療現場の業拐密度が高まっている一  
万で、このような状莞引こおいても我が国では世界的にも高水準の医  
療ヘアクセスできることは、医療従事者の日々の努力によるもので  

ある。  
また、存命率の上昇に伴い、患者・家族等国民の医療に対する期  

待も上昇している。これに応えるため、医療従事者は患者や家族の  
肉体的・精神的な苦痛や葛藤を理解し、患者・家族が理解できるよ  

う複雑で専門的な疾病や治療に関しても丁寧な説明を行い、その納   
得を得るように努めながら、プロフェツショケリスム（職菓的専門   

性）を最大脂発揮する必要がある。また医療機関は、患者・家族の   
不安等を煩塘し、課顔Jこ導いていくような相談接駆を青するように   
する．一万で患者側には、リスクや不確実性が伴うといった医療の   
限界への理解、及び疾病や冶療について主体的な理解に努めつつ、   

医療従事者と協働する姿勢が必要となり、そうした基盤の上でのコ   
ミュニケーションが医療従事壱のモチベーションを維持・向上させ、   
提供される医療への患者・家族の満足度を高めるという好循環を生   

む。  

（2）医療の公共性に関する認識  

医療は、国民生活の基盤を支える公共性の高い営みであり、悪書・   

家族等国民と医療従事者の双方に、それを支える努力が必要である。  
医療従事者は、自身が公共性の高い存在であることを自覚し、地   
域の医療ニースをf巴握し、生涯を通して医師としての水準の向上に   

努める。  

一万、患者側には、自身の健康管理に努めるとともに、例えば安   
易な時間外受診（いわゆる「コンビニ受診」∴恵者にとって便利と思   

えても、患者の抱えた疾病の克服のための必要性が少ない）により   

医療機関の負担を不必要に増加させ、真に必要な場合に医辟を受け   
られないことがないようにするなど、自らの地域の医療資源が公共   
のものであり、有限の資源であるということへの理解が必要である。   
このため、地域の医療機関等の協力や種々の市民活動を通じて受診   
行動等についての積極的な普及・啓発を行うとともに、特に産科にお   

いては、母子保健活動の充実等により、妊婦健診の適切な受診、分   
娩に伴うリスクに関する正しい認吉哉、周産期母子医療センターと緊   
急時のプフクセス方法等に関する旨及を行う。  

（3）患音や家族の医療に関する理解の支援  

患者や家族に対し療養生活上の心理的社芸的問題の解決援助を行  

声打rホリー′■り「】  うメディカルソーシャルワーカーや、医師等と患者側との⊃ミュニ  

ケーションの仲立らをするボランティア等を活用することで、自ら  

の療薫生活を自立的に溝渠していけるよう、そうした職種の苫及を  

進める。   

あわせて、こうした医療の公共性や不確実性に関する認獄の哲及、  

また医療従事者と悪者・家族等国民との間の相互理解の推進等を行  
うような、例えば、地域における語らいの携や地域住民による病院  

職員との懇談会（「悪書塑」「病院探検隊」など）の開催といった市  

民活動等への積極的な支援と市民への情報提供等を行う。   

さらに医療は人々の生命や生活を支える基盤となる営みであるこ  
とに鑑み、学校教育においても医療に関する教育を行い、幼少期か  

らの、その年齢に応じた医療に関する理解を吉反する。  

〟L 底療のこれからの方向性  
．蒜覆芯馬＝墨ド㌍Ⅳ”凹p＝＿■艦；て賊珊、】．．．巴一己。コ【た。1．出i＝。，主＝．た＝霊＿＿【▼ふ＝＝＝二＝℡ご汀よよ凛■  

これまでの医療は、病気を治すことに主眼を置く「治す医療」が中心  

であったが、人類史上兼曾育の高齢化社会を迎える我が国においては、  
予防を重視し、日頃か、らの偉康の維持・増進に努めるとともに、こうし  
た「治す医療」だけではなく、病を抱えながら生活する患者と、その家  
族の生活を医療を通じて支援してい＜という「支える医療」という発想  
がより一層求められる。   

患者が住み慣れた地1或でその人らし＜生活し、希望する生き方を選択  
し．希望すれば在宅での看取りが選べることも必要であり、個人の尊厳  
の保持を支える在宅医療や訪問看護等を一層推進する。   
この「支える医療」に「治す医療」を合わせると、「治し支える医療」  
となる。「治し支える医療」においては、医療従事者が一方的に提供す  

るだけではなく、医療従事者と患壱・家族の双方に、医療とは両者の協  
働作業であるという視点が重要である。   
同時に、ボランティア活動等を通じ、生活者である国民の「治し支え  

る医療」への参画を推進する。   
このように、我が国の医療は、「治す医療」から「治し支える医療」  

に向かつていくものと考えられ、本ピジョンの各施策はそれに資するも  
のである。   
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lV．会議の構成員及び会議の経  

◎ 構成員（敬称略）   
・舛添要一厚生労聞大臣   
・西川京子厚生労働副大臣   
・松浪健太厚生労働大臣改拭官   
（アドパイザー）   

・辻本好子（NPOささえあい医療人権センターCOML理事長）   
・野中†書（野中医院院長）   

・矢崎舞雄（独立行政法人田立病院機1那空事長）  

◎ 会議の経過  

日付 墟眉トヒアリング対象者（敬称略）   

第1国  平成20年 1月7日  フリーデイスカッション   

匿史乱文化的、包際的位置プけも踏まえた裁カ†白の医療のあり方  
第2団  1月29［］      ・尾島茂（WHO西太平洋事路筒事胡周眉）  

・新村拓（北屋大学一般教育部長）   

第3田  2月20日  「ホームケアクリニック川越（！王宅膚震支！i診療所）」視霹   

ヒアリング（救急、産科、小児科、今後の医療ニーズ）  
・桑江千鶴子（都立府中病院塵脹人科部長）  

第4回  2月25日          ・花田邑樹（花田子ともクリニック鰐農）  

・中川恵一（東大病院は和ケア診l蒙部長．放劇縛科准教授）  
・山本保博（田本医科大肇救急医撃主任敦捜）   

ヒアリング（歯科医師．書吐師、助産師）  

第5国  3月19日      ・田上月次イ東京医科歯科大学歯学部長）  
・坂本すが（東京医療民度大学医It保軽挙凱昔E学科長）  
・堀内成子（聖躇加■護大学書l蔓学部長） 

ヒアリンク（地域医療）  

第6回  4月8巳      ・小川東弘（書森県むつ総合府院院長）  

・須古博信（熊本県済生会熊本病院院長）  
・肇鳩鋏局（g汝法人北滞道家庭医■撃センター理事長）   

ヒアリング（削師）  
蒼7国  4月21日      ・林邑洋（国家公務■共済撼合連合会虎の門病瞑薬剤部長）  

アドパイザーからのプレゼンテーション   

第8回  5月14日  「安心と希望の医■確保ビジョン」について（骨子案）   

欝9国  5月30日  「安心と希望の医療確保ピジョン」について（骨子苓）   

宥10巨ヨ  6月18E  丁安心と希望の匿環確保ピジョン」について（とりまとめ）   

目次  

第1 はじめに  

第2 救急医療の現状及び課題   

1．救急刹用の増加・多様化等の救急医環lこ関するニーズの増大   

2．救急搬送の動向   

3．受入先となる救急医僚機朋   

4．救急医僚を担う医師を取り巻く環境   

5．救急医療に係る公的財政支援  

策3 検討事項   

1．救命救急センターに対する新しい評価について   

2．救命救急センターの整備のあり方について   

3．第二次救急医療機関の状況及び今後の整備について   

4．特定の診療領域を専門とする医療機関の位粧付けについて   
5．救急搬送における課趨と円滑な受入れの推進について  

第4 おわりに  

救急医療の今後のあり方に関する検討会  

中間取りまとめ  

平成20年7月30日  

参考資料   
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第1 はじめに  

我が国の救急医療体制の本格的整備は、昭和39年度の救急病院・蚊急診療所の告示制  

度の創設に始まる。昭和52年度からは、初期、二次、三次の救急医療機関の階層的整備  

を朋始するとともに、併せて救急医抒情印センターの艶偵を始め、さらに、平成3年度に  

は救急救命士制度を創胞するなど、救急医療の体系的な整備を速めてきた。   

さらに平成9年12月には、我が国における良質かつ効率的な救急医療体制のあり方に  

ついて「救急医療体制基本同比検討会報告脊」が取りまとめられ、地域性に配慮しながら  

救急医探体制の確保を進めてきた．   

しかしながら、昨今においても．救急搬送患者の受入れに時間を要した事案の報道が相  

次ぎ、社会的な間規となろなど、扱が圧の救急医療体制にはいまだ多くの昧姻が捜されて  

いることもまた事実である．   

人口の少子ホ齢化、怪我から病気という疾病構造の変化、国民のニーズの多様化や医療  

に求わる水準の上昇など、我が国の救急医魔を取り巻く環境は大きく変化している．この  

ような中で、救急搬送件数の増大に代表される救急医虎羅要そのものが大編に増加してい  

る状況にあり、これらに対応ナる救急医療提供体剰の確保（救急医済に関わる医師の量的  

及び質的な確保、医療計画制度における救急医療の位置付けとそれに基づく医療機関仰の  

速決の構築専）が喫緊の抹暢として求められている．   

このため、厚生労働省では、「救魚医療の今往のあり方に関する検討会」（以下「本検討  

会」という．）を平成19年12月に設■し、上記の課煙等に関する検l吋を行うこととし  

た．   

本検討会では、当初、捌こ第三次故息医療槻閑（枚命救急センター）の整備のあり方に  

ついて焦点を当て検討を行うこととした．   

この背景としては、以下の各点がある。  

・これまで概ね100万人に－か所を日動こ整備を進めてきた救命救急センターが、当初   

の日鎌を大きく超えてもなお都市部を中心にその整備が進むなど、量的拡大が続いたこ   

と  
・各施設の質的状況を評価するために、平成11年度より施設の充実度評価を行ってきた   

が、評価尺度の基附こついての各施設の対応が進み、ナぺての施設が最高段偶の】軍価を   

得る状況が続いていること  
・これまで、救命救急センターの中でも、特lこ据肢切断、急性中毒、重症熱煤等の特殊疾   

患を受け入れる施設として高度救命救急センターの整備がなされてきたが、近年は通常   

の救命救急センターにおいても同程度の役割を果たす施設もあり、高度救命救急センタ   

ーの位置付けが曖昧であるとの指摘があったこと   
しかしながら、救命救急センターのあり方について無論を進めていく過程において、救  

命救急センターが十分な役割を果たすには第二次汝息医深機関の充実が欠かせないとの慧  

見が多く出されたこと、救急搬送息者の救急医療欄湖への円汁な受入れには救命救急セン  

ターの充実のみでは対応が困購であるとの性椎に至ったこと専に上り、救命救急センター  

に限らず、広く救急医療体刑全般について】蔽姶することとした．   

特に、第二次救急医反故関のあり方、救急搬送された患者が受入れに至らない理由等に  

ついて露壌を行った．   

また、車中間取りまとめに当たっては、平J洗20年6月に、国民の医療に対ナる安心を  

確保し、将来にわたり賞の高い医療サービスが受けられるよう、医療領事者を含めた国民  

の声にきちんと耳を傾け、多様な意見を集約して政策に反映していくという現場重視の方  

針に基づいて、厚生労働大臣の下に取りまとめられた「安心と希望の医原碓保ビジョンJ  

や、同年7月29日に、我が国の社会保障の現状に対して国民が抱く不安や不満に1監み、  

早急に着手ナペき「安心j につながる国民の目線に立ったきめ細かな方策として、政府全  

体で取りまとめた「社会保畔の職能強化のための緊急対策－5つの安心プランーJの内容  

との整合性も図った．  

第2 救急医鷹の現状及び課題  

1．救急利用の増加・多様化等の救急医環に関するこ一ズの増大   
高齢化の漣展、住民の意汲の変化等の社会情勢の変化に上り、救急利用が増加・多様化  

している．救急搬送人員を例にとると、この10年㈹で50％以上増加しており、特に、  

蒲鉾着を中心とした軽症・中等症患者の増加が著しい．また、救急ヰや救急医療機関の不  

要・不急の利用に上り、真に緊急性のある傷病者への対応に支障が生じているとの指摘も  

ある．また、医療を受ける側の、救急医療への過大とも言える奨求が増大しているとの指  

掛もある．  

2．救急搬送の動向   

総務省消防庁の調査によると、救急搬送において、受入先医療機関の決定までに時間を  

要ナる事案の発生が相次いでいる．こうした傾向は、掛こ大都市師こおいて強い（＊）．  

■ この点について吼軒市鮒こは受入先榊となる匿贋暮■開が多せ＃在しており、徴蛸と複数の医療≠邦の間で炸  

ゎな什欄のやりとり行う中で、患者の網状に応じた半切な医療機関モ潰走していくことに時間・手仰を必然的に■し、  

ヤむ七什ない卿分しあるとナるtlがある．  
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第3 検討事項  

1．救命救急センターに対する新しい評価について  

（1）これまでの評価について   

救命救急センターの充実度評価については、平成11年度以降、それぞれの施設のレベ  

ルアップを目的に毎年よ実億してきた．評価方法は、各施設から報告される前年の一年間  

の実績を点数化し、充実度段階A・8・Cとして3段陣に区分するものであり、評価項8  

は、施設の救急専用電話の有無、空床の確保数、診療データの集計の有無、専任医師数と  

いった施投の診療体制が中心である．   

この評価結果は公表されるとと一もに、施設に対ナる運営費補助金ヤ診メ寮報酬の加算に反  

映されるたれ高評価を得ょうとする施設の取組が促進される仕組みになっている．   

その結果、評価開始当初ほ評価の低い施設もあったものの、平成18年度及び19年度  

においては、すべての施設が最高段惟の評価を得るに至り、一層の賃の向上を図るために  

Ii充実度評価の方法を新たなものに改灯する必禦があるとの指摘があり、この度、新しい  

充実度評価について鼠給を行うことにした．  

（2）新しい評価の基本的な考え方について   

新たに充実度評価の評価項目等を定め∈＝こ当たっては、以下の基本的な考え方に基づく  

べきであるとした．  

①求められる機能の明確化   
救命救急センターに求められる機能を明動こする．具体的には、救命救急センターに求  

められる機能として、下記の各点を4木柱とナることが適切である．  

・重症t重篤息者に係る診療機舵  

・地域の救急搬送・救急医療体制への支援機能  
・救急医療に関する教育機能  
・災害医凛への対応敵前  

Q〉第三者の視点・検虹が可能な秤価   

これまでの充実度評価においては実態と不離した評価がなされている施設があるとの指  
揮がある．このことから、それぞれの施設からの報告に基づく評価を基凄とするが、第三  

者の視点による評価項日も加える．また、報告内容についての検柾が可能な項目を取り入  

れる．  

③地域特性の勘案   
評価項目に上っては、施設の所在地の状況や周辺人口等の状況に応じて、求められる水   

3．受入先となる救急医療機関   

救急医療機附こおいては、救急利用の増加・多様化等に対応した体制の充実が十分に回  

られておらず、救急医療を担う病院勤務医等の過酷な勤扶環境、勤務状況に見合った報酬  

となっていないことへの不満、泥酔者や薬物依存息着等とのトラブルといった間鴨も挙げ  

られる．  

4．救急医環を担う医師を取り巻く環境   

診療科の偏在や、病院勤摸医の離職等に伴う医師偏在・不足の深刻化もあり、地域によ  

っては救急医療体制の確保に支障が生じている．また、救急医度へのニーズが増大する中  

で、特に救急医療を担う病院勤務医の疲弊ほ毒しく、これらの医師の意欲の低下が指揮さ  

れている．さらには、従束は非専門家に上る応急的な診療が容認された奴急医療に対し、  

国民が、時と場所によらす高度な専門的医療を期待ナる上うになったことで、救急医療を  

担う医師が、診療内容が専門的水軌こ至らない揚合の訴訟リスク等を懸念ナるょうになり、  

これが、医師の意欲の低下の一因にもなっているとの指摘がある。   

また、へき地等においては、一人の医師が救急医療も含めた診療を担当している場合も  

多く．そうした医師の抜弊も同鰍こ懸念される．   

こうした状況を踏まえると、救急医療を支える医師の養成も玉野と考えられ、例えば、  

卒前・卒緩教育を通じての救急医療への配慮も必要と考えられる。  

5．救急医療に係る公的財政支援   

初期救急医寮や第二次救急医環の体制整備に要ナる財汲については、平成16年度から  

のいわゆる三位一体改革等に上り国の補助金が塀次一般財液化され、その実施については  

地方自治体の裁量に委ねられるようになった．このため、救急医療に関する公的財政支援  

の程度は地域に上って異なるものと考えられる．   

救急医療は、採算性にかかわらす提供きれることが最も求められる医療分野であり、必  

要に応じた公的財政支援が適切に行われることが、救急医療の維持には不可欠である．  

以上のょうな状況により、個々の救急医療機関における努力だけでは、地域において安  

定的に救急医療を提供し続けることが難しくなりつつあり、制度的な支援の充実が特に強  

く求められるようになっている。   
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坤を臍嚢ナる．周辺人口が少ない地域であっても、最寄りの救命救急センターへの搬送に  

畏時間を兼ナる地域（地理的空白地城）であるために辞書された枚命数急センターについ  

て軋患者受入数や医師数等の呼値頃日で求められる水準を一段低く投走ナる．  

また、上記に加えて、昨今の救急医療を扱う病院勤務医の過酷な勤務状況の改善を促ナ  

項目も加える．  

また、評価の客観性をホめるために、重症度を加味した生存中等を評価指動こ盛り込む  

ことが上粟であるとの慧見があった．  

2．救命救急センターの整備のあり方について  

（1）これまでの整備の流れとt的状況   
救命救急センターは当初、概ね100万人に1か所を目標に朗がなされてきたところ  

である．平成19年度においても新たに8施股の整備がなされ、現在、全国に200か所  

を超えるなど、暮的には確実に増加しており、人口当たりの数としては当初の目標を大き  

く上回るに至っている．特に近年は、大都市の一瓢こおいて、隣接して複数の救命救急セ  

ンターが整備されている状況である．   

その一方で、地理的空白地域も多数残されているため、これらの地理的空白地域を埋め  

ることを念凱こ、平成16年廉から規模の小さい（20床未満）救命救急センターについ  

て新型救命救急センターとして整備を開始し、一定の成果を上げているが、依然として地  

理的空白地域は多数残されている状況にある．  

（2）質的な状況について   

個々の救命救急センターの質的な面をみると、前述の救命救急センターの充実度評価の  

項で述べたょうに、個々の救命救急センターの賞は確実に向上してきたところであるが、  

次の点が指欄されている．  

・救命救急センターが医療を行う際lこは、小児科、精神科、整形外科等の様々な診療科の   

関わりが王要であることについて、救命救急センターを設祉ナる医療穐関の理解が十分   
でない．  

・拝神科救急、／卜児救急、周産期等の専門分野別に整備されつつある救急医環体欄との連   

携が不十分である．  

・重症外佑拾魔においては、防ぎ守一た死が発生しているほか、救命後の四肢の運動機能等   

の、機能予後の改善への取組が不十分である．  

・脳卒中や心筋梗塞など・急性循環器疾患等における治療やリハビリデーシ 
十分でない．  

（3）救命救急センターを取り巻く状況について  

救命救急センターを取り巻く状況としては、次の点が指摘されているJ  

・救急搬送患者数の増大を中心とナる救急医療に関ナるニーズ増大に比して、地域の第二  

次救急医療機関の受入体制の充実が追いつかす、本来は第二次救急医療機関で対応可能  
な患者が救命教場センターに搬送されることに上り、救命救急センターに過度の角扱が   

（3）新しい充実度評価茶について   

上記の基本的な考え方に基づき、別添資料のとおり、新たな充実度評価集を作成した．   

新たな項Fとして、医療従事者の労働環境改削こ係る項目については、「医師事読作業  

繍助者の有熟、r転院・転棟の桝整Åの配鷹J、r医師の負担軽減の体制上l休日及び夜Ⅶ  

勤務の適正化」を加えることとし、この中で交代勤務酢こついて上りf点的に輝価ナるこ  

に係る項日について軋  
地域メディカルコントロトール協縫会への関与、救急患者受入コーディネーターへの参画」、  

「救急医療什岬システムへの関与ノ（都道府県に上る評価）、「クツタイン様式闘査への協  

力状況J（消防機関に上る評価）を加えた．   

これらの評価借景については、今後、できる限り詳細な情報を公漉していくことが▲救  

命救急センターの機能、乍の向上のための取組等について国民の理解を深めるために土豪  

である．  

（4）今後の諌瑠について   

これまでの充実度秤価においては実態と萄離した秤価がなされている施耽があるとの指  
摘があったことは既に述べたが、充実度評価の評価自体の質の確保のためにも、評価が異  

能と薪離していないか、都道府県等が中心となって検旺tる体制を構築する必要がある．   

また、充実度評価を実施ナる目的は、個々の救命救急センターの機能の強化、官の向上  

を促し、もって全国の救息医療体制の強化を回ることである．充実度坪価は救命救急セン  

ターに対ナる♯助制度とも運勤しているが、例えlま、評価上級賭が檜賄された救命救急セ  

ンタこについても適切に運営改書が由られるょう配慮すべきである。   

今臥新たな充其度肝価への変更に上り、その対応のために個々の施役において一定の  

集担が生じることも想定されることから、飯場の増執こおいては、評価方法の変更に上り  

て、現場で勤務ナる医師に更なる鼻祖をかける結果になることを懸念ナる者見があった．   

今回の変丈は日常の業訊こ追われている救命救急センターの勤務医個人に更なる負担を  
かけることが目的ではなく、救命救急センターが設正されている病院、あるいは地域に対  

して救命救急センターの機能の強化・賞の向上への一々の取組を促ナためのものであると  
いうことを、病院、地方自治体及び国は十分に隠織して、それぞれの丼任を果たす必要が  

ある．   
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かかっている可能性がある．  

・地域に複数の救命救急センターが整備されていても、モれらの機能が類似しており、医  

療費沐が薄く広く・配正されている状況である．このため、重症外傷や発症虹技の急性欄  

旅券疾患のょうに、来院直後上り適切な対応が求められる疾患に対して、十分な診療体   

制が確保で卓ていない．  

・救急医療を担うホ院勤務医に過よの負担がかかっており、このことを一因として救急層  

療に携わる医師の確保が囲＃な状況にある．  

・合併症のある方齢の点者の割合が増え、治療期間が棚化している．  

・急性期を乗り越えたものの、いわゆる練物状態繹の土庄な援遺症尊に上り同一医療機関  

内の一般病棟への転床や他院への転院、自宅への退院が円滑に進まないなど、いわゆる  

救命救急センターの「出口の間助がある．  

同一医療歴＝こ複数の救命救急センターが整備されている地域においては、それぞれの施  

設が重症土驚な患者を疾椚の穫粁に上らす24時間365日受け入れ、適切な診療を行う  

といった救命救急センターとしての役割を前提とした上で、例えば循環器疾息、外傷、小  

児疾患という疾患ごとに大まかな役割分担を決め対応ナることも考えられる．   

（イ）最寄りの救命救急センターまでに長時間の搬送を要する地域（地理的空  

白地域）における救命救急センターの整備lこついての考え方   

救急医療、特に、急性循環器疾息、土庄外傷等においては、アクセス時間（発症から医  

療機関で診まを受けるまでの時間）の長短が、患者の予後を左右ナる王募な因子の一つで  

ある．   

従って、救命救急センターの整傭に当たってIi、どこで患者が発生したとしてもー定の  

時間内に適切な医療機関に到着し、適切な診療を受けることができる体制を確保する必要  

がある．   

なお、アクセス時間は、利こ医療機関までの搬送時間ではなく、発症から適切な医讃機  

関で適切な治療が朋縮されるまでの時間として捉えるべきである．   

このため、引き続き、地理的空白地域への救命救急センターの貯鷹は必凛と考えられる  

が、その臥GIS（地理情暢システム）等の結果をさ利こ、救命救急センターが整備され  

た場合に一定の時間以内に到着できる人数の欄加が長も見込まれる地域を優先することが  
望まれる．   

他方．現在においてもなお地理的空白地域として放っている地域は、周辺人口ヤt症患  

者の発生数からナろ．と、新たに救命救急センターを聾償ナることが困難である地域が多い  

ことから、むしろドクターヘリコプターや消防防災ヘリコプター等に上る救急搬送や1T  

の活用によって、一定の時間内に適切な医療欄澱に到着し、道切な診療を受けることがで  

きる体制を姓1糧ナることも考えるべきである．  

（4）今後の整傭の進め方  

（ア）既に一定の整怖がなされている地域  

○新たに救命救急センターを任せ付ける≠合の考え方   
救命救急センターの整備がある程度遺んでいる地㈲こおいて、新たに救命救急センター  

を整備することは、同一地域に複数の救命救急センターが分散して整備されることになり、  

総員的に、■暮な医療資清が分徹し薄く配置されるおそれがある．   

このたわ、救急医廣に挑わる医師の不足、医師の過重な労働実憶の改響が強く求められ  

ている昨今、医師の効申的な配杜という観点からみると、一地域に多数の救命救魚センタ  

ーが存在ナることは必ずしも遭切とほ菖えす、新たに救命救急センターを増やナ上り、ま  

すは既存の救命救急センターに医師尊を♯村化ナる等の対応虻ナべきとの指痛があった．   

しかし、施設の投t主体が自治体や医療法人讐とAなる中で、既存の鱒綬に医師等の医  

療キ滞を短期間に集約ナることは現実的にlま困難な状況もある．   

一方で、診療実績において匿存の救命救急センターに匹敵ナるような役割を果たしてい  

る医療職側について、既に当抜地域に救命救急センターが整傭されていることを理由に、  

新たな救命救急センターとして認めないということも必ずしも遍切ではなく、近隕に救命  

救急センターが毅覆されているか否かにかかわらず、一定の外形的な役傭的・人的基準を  

清たした体刑を放線し、間鴨に真繍も伴っていろ施t則ま、新たに救命救急センターとして  

位置付けるべきという抒撫があった．   

以上を蹄まえると、当面は、実態として既存の救命救急センターと同等の役割を果たし  

ており、地域において必手性が霞められている施附こついては、救命救急センターとして  

位正付けていくことが遭当ではないかと考えられる．モの場合、前述した新しい充実度肝  

価専を用いて、施設ごとに体憫や実凛を経年的に評価ナることが1＃である．   

0同一医療圏に複数の救命救急センターが整傭されている場合の役割分担  

3．第二次救急医療機関の状況及び今後の整傭について  

（1）これまでの整備の流れ   

第二次救急医療機関とは、入院を￥する救急医療を扱う医療機関であって、第三次救急  

医療機関以外のものであり、都道府県が作成ナる医療軒価に基づき盤傭を進めるものであ  

る．厚生労働省においては、昭和52年度以来、初期、二次、三女といった階層的救急医  

寮体制の憂傭を進めるとともに、第二次救急医欝機関の整備の一環として、病院群輪番制  

柄院や共同利用型病院（事）への補助を行ってきた．  

事 網羅鱒■■■lホ虞 ・‥ 匿オ虹事位で、書t巾の複■の書院が、■書¶に上り．休日及びま間における鯵女  

体■の札羅t瓜るもの．   
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る．   

また、第二次救急医療機関に対ナる支援に加え、地域において夜間・休日の救急医療を  

担う医師に対ナる財政的な支援についても検村すべきである。  

共同利用型薪炭   ・・匿虚個暮位で、拠点となる病院がモの慮世の一節t聞赦し．絶ヰの鑑岬の出襟によ  

る艦力配得て．休日及び薇馴における鯵正体榔の托録を由るもの．   

そのための予算については国と都道府県が補助を行ってきたが、例えば、病床群輪番制  

運営事業については、平成17年度に一般財酎ヒされる専、その多くは地方自治体の裁量  

に上る事業の実施が可能になっている．   

厚生労働省が狐瘡府県を通じて来通している「救急医腐対策事業の現況桝」に基づき、  

補助対象となっていた医療職閑を中心に第二次救急医探機関の状l兄を分析ナると、’  

・第二次救急医旅機関の体制や活動の状況は、都道府県ごとに様々である．  

・同一都道府県内においても、状況は様々であり、年間数千台の救急車を受け入れる施設   

からほとんど受け入れていない施政まである．  

・体制や活動が乏しい第二次救急医療機関が比較的多くを占め、例えば、夜間・休日にお   

いては医師が1名－2名体制である医療職関が7割を占める．  

・受け入れている患者については、第二次救急医療楓関であっても、その多くが入院を必   

要としない外来診療のみの患者である．  

という状況であった．   

従って、第二次救急医療機関を一部の病院に拠点化することも救急医按体制を確保ナる  

一つの方策ではあるが、地方自治体において様々な創意工夫ヤ地域の実附こ応じた取組に  

上って、円汁に事業が実施されている場合においては、第二次救急医療機関の拠点化を含  

め、全国一律的な体制を求めるペきではなく、むしろ国は、そうした地域の実酢こ応じた  

取組を支援ナベきである．  

■今後は、地域の現状を的確に把握するため、補助の対象かどうかを問わす、都道府県の  

医療計画において第＝次数息医庚機関と位旺付けられたすべての医疾機関を対象として、  

救急息者の受入れ状況ヤ医師の勤務体制等も含めた診療体制や活動実績に関ナる隅査を実  
施する必要がある．  

4．特定の診療領域を専門とする医療機関の位置付けについて   

車検村会においては、当初、脳卒中や心筋挫きなど急性循環器疾点、小児疾患等の特定  

の診療領域を専門とナる医療職関が救急医療に果たす役割やその効果的な活用に必要な体  
制等についても隠稿を進める予定としていた．しかしながら、救急搬湛患者の受入先医療  

機関の選定に時間を要した事例の報道が相次ぎ、また総務省消防庁の粥査でも、受入先医  

療機関の選定が円滑に進んでいない状況が明らかになったため、特定の診庶領域に対して  

ホい診療能力を有する医療税調に関する謎論上りも．幅広い傷病に対応できる受入先医療  

職閑の体制を整備するという観点から第三次救急医群像関、第二次救急医庶幾関のあり方  

についての粍愉を優先することとなった．今後、改めて特定の診療領域を萄二門とする医療  

機関のあり方や、特定の領域に焦点を当てた救急医療体制の整備について、憩‡畠を進める  

必要がある．  

5．救急搬送における課題と円滑な受入れの推進について  

（1）医療機関と消防機関の連携   

いうまでもなく、医療機関が救急搬送点者を円滑に受け入れるためには、医療税関と消  

防機関との連携が欠かせない．二次医療既内の連掛士、日常的に医裸像関と消防機帆が情  

報を交換することにより得られるが∴広域搬送に関わる連携のためには都道府県単位の救  
急医療情報システムの活用が必要となる．本検討会においても、例えば、救息匡庶楕関の  

診療情報が的確に消防楓関に伝わる体制を構築するための救急医標情報システムについ  
て、医療機関の診寮情報が適切にモ新されていない等の理由により、必ずしも有効に活用  

されていないとの指摘があった。これについては、前述の救命救急センターの新しい評価  

において、情報の更新状況等を祈tに項目として加える等の対応や、救急医療情報システ  

ムによる医療職関の診療情報を地域の救急医疾微視同士でリアルタイムに共有できる体制  
や消防機関からも情報入力できる体制についても考えるべきである。   

この他にも、今後、第二次救急医療機関も含め、救急医廉情報システムへの地域の救急  

医贋機関の入力状況等についてメディカルコントロール協議会等で検】正を進める必要があ  
り、この点についてIi、本検討会と同時期に総務省消防庁において卵撒きれた蚊急業務高  

度化推進検討会においても指摘されたところである．   

（2）今後の藍情について   

第二次救急医贋帯償の今後の整備については、「初期救急医療1幾関と第二次救息医療機  

関を一体として整備すべきである∴ r広い分掛こ対応できる第二次救急医療楓関の整備が  

必要である」、†当直体制でほなく交代勤務制が可能な環境を監傭すべきであるJ、r一定の  

枠組みを清たした活動実績のある病院車支援ナべきである」等の指摘があった．   

また、第二次救急医環機関からヒアリングを行った踪には、「医原従事者の確保が困経  

である」、「地方自治体からの緒助金が削減される動きがある」、「未収金の負担が大きい」、  

「医療訴訟リスクが増大している」専の発育があった．   
これらを踏まえると、引き続き、地域における救急医療機関の連携を推進しつつ、第二  

次救急医療機関の職能の充実を図るべきであると考えられる．加えて、一定の診稼体制や  

活動実績のある第二次救急医療機関については、その評価に応じた支援を検討すべきであ   
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また、大学病院等の高度専門医療を担う医療機β引こついては、各々の専門性や診療科間  

の速決の不足が院内転腐潅牒澗にしている要周の一つではないかと考えられる。 

患者と家族の求める医療水準と転床・転慌魔の状況との帝離については、救急医っ寮用の  

病床からの転床・転院についての国民的一哩解を形成していくことが重要であり、社会全体  

で理解を深めら九るょうな取組を進めていく必要がある．さらに、円汁な転床・転院の促  

進や、施設内、施設間の連携の構築を図るための専任者を配置する等の救急医療織関白身  

の取組と、急性期を乗り越えた患者が円滑に救急医療用の病床から転床・転院できる地域  

の体制の確保が必要不可欠であり、医療界と協力しつつ、匡や都道府県が支援を行うこと  

が重要であると考えられる．  

（3）円滑な受入れ推進に向けた対応   

今後は、上述の対策に加えて、次の上うな方策を推進することが重要であると考えられ  

る。  

・救急医凍機関と地域の他の医庶機関との問で、地域全体の各医ヨ寮機関の専門性や、効率   

的な患者の振り分け方策について情報を共有ナるための地域の取組を支捜する。  

・来院する多数の救急息者に対して、効果的・効率的に医療を提供するため、院内でのト  

リアージを適切に行い締る匿簾従事者の育成とその西己置を推進する．  

・夜間・休日等における診療所医師の外来診療の推挙など、診療所医師の救急医錬への参   

画を進める。  

・地域全体の医療槻臥こ閑ナる救急医療情掛こついて、情報を一元化するとともに、消防   

機関との共有を進める．  

・救急医療機関の情報を住民に対して開示し、救急医療の体制や転床・転院について国民   

の理解を求める。  

・家産等での緊急時の対応方法に関ナる普及啓発を図る．  

また、今後は、病状に応じて適切な医療を提供できる受入先医療機関・診療科に患者を  

振り分ける等の間整（管制塔機能）を行うシステムを整備ナるとともに、地域の実作に精  

通した救急医等を救急患者受入コーディネーターとして弓己正することを推進ナべきであ  
り、併せて、こういった役詳lを担う救急医等の育成を因っていく必要がある．加えて、小  

児救急t語相散事業（＃8DO8）について、全軍の都道府県が共同で利用できる拠点作  

りや高齢者を含む成人へ対象を広げるなど、関係省庁が連携しつつ、同事業拡充を検討す  

ることも必要である。  

（2）「出口の間湖」について   

かねてから、救急医環機関に搬送された患者が、急性期を牒り越えた後も、救急医療用  

の病床からの転床・転院が停滞し、結果的に救急医採用の病床を長期間使用することに上  

って、救急医横根関が新たな救急患者を受け入れることが困難になるという、いわゆる救  

急医療機関の「出口の間照」が指摘されてきた．   

総務省消防庁は、医療機関の受入開会回数が多数に及ぶ事案に閲し、平成19年度に敷  

息搬送における医療機関の受入状況等実態閃査を行った。   

これに上ると、救急搬送において受入れlご至らなかった理由として、「処せ困難J、rベ  

ッド満床」、「手術中・患者対応中」、「書門外j、r医師不在j等が挙Ifられた．年引こ、救命  

救急センター等（＊）においてに、「ベッド満床Jが第1の理由として挙げられている．  

◆ 本■王にぉいて、「■■鼓tセンター甲iと注、女禽数量センター．他職で腰禽救1センターにゃじでnり扱わ√し  

る擢（大半椚霹：抽熱など）モいう．   

救急医療機関での受入れを確実なものとするため、急性期を脱した患者を受け入れる病  

床を確保する観点から、入院している患者の退院、同一医ま機関内での転床、他の病院等  

への転院の促進など、救急医環機関の「出口」を確保ナることが必要である．   

本検討会において、救急医療機関と、転院を受け入れる病床の双方からヒアリングを行  

った附こは、急性期を乗り越えたものの救急居療用の病床から移動できない具体的な牒と  

して、いわゆる植物状態等の重度の意椎障書がある息者や、合併する精神疾患に上って一  

般病棟では℡理が田蔵である患者、さらには人工呼吸管理が必要である患者、院内感染の  

原因となる細菌の保菌者喀が挙げられた．   

また、身寄りがない患者や独居の患者、未収金の発生の可能性がある息着等lこついては、  

転床・転院が困難であるとの指柵があった．さらに、患者と家族の求める医療水準と転床  

・転院先の状況との黍敲や、転床・転院しても豪族の経済的負担が軽減されないことも、  

転床t転院を妨げる大きな要因になるとの指揮があった．一方、転：院先の医療機関におい  

ても、救急医療機関からの転院を受け入れられない理由の多くは、当該医療機関も満床で、  

救急医療機関と同様の「出口の間軌 であるとの指摘があった．救急医療織閑のー出口の  

間窟」だけでなく、さらに転院先の「出口の問超」といった玉突き型の間應もあることか  

ら、医療・介護システム全体の聞耳とも考えられる．  

11   

（4）いわゆるER型救急医療機関の課題について   

救命救急センターを設t十る医療機関等において、ER型救急医療機関と称される施設  

がある．その状況を概括してみると、  

・軽症からi症まで、疾患、年齢、搬送手段を問わす、救息壷（ER）を受診するすべて   

の救急患者を受け入れる．  

・その救急患者ナベてにER型救急医と呼ばれる医師が救急初期診廟せ行い、入院治療や   

手術が必要な患者を母体椚院の訪当診療科に振り分ける．  

・その医師は入院診療や手術等を行わない体制を稚保している．  

というものであるが、ER型救急医媒機関といってもその実態は様々であり、すべての施  

設が上述の体刑を確保しているわけではない．   

また、各診療科の医師が当直医として労働を提供ナることに上り維持されてきた時間外   
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外乗業務を、現時点でも不足しているER型救急医と呼ばれる医師のみに委ねることは不  

可能であり、無理に行えば土庄患者の治療を粗う医師の不足を招くおそれがある．   

仮に、我が国においてER型救急医療機関を書及させるとした場合、地域や医療ノ嵐関の  

状況に応じて、救命救急センターで托ないが活発に救急医療を絶ちている第二次救急医療  

絶間ヤ、救命放鳥センターを改正ナる医療機関のうち、ER型救急医療機関に関心をもつ  

縫紋が、徐々にER塾救急医療穐朋へ移行ナることを促ナといぅた対応が考えられるが、  

いすれにしても、ノ事生労働省として、一部地域（救急医療機昌即での拭行事業を実施ナる  

等の前に、まずは以下の点勾引こついて正確な実態把提を行う必賃があり、その上で、その  

必要性専を検肘サ‾ることが妥当である．  

・ER型救急医と呼ばれる医師の角地  

・救急搬送患者の受入れ  
・診療持ち時間  
・書門診療科との】圭桝  
・入院担当科との連携  

第4 おわりに  

本検何台に繋いて、救命救急センターの新しい評価方法、救命救急センタ丁の別のあ  

り方については、一応の縫詭を終えた．一方、ER型救急医療機関、第二次救急医療機関  

については議幹を行ったが、方向性を十分に示ナところまでには王らなかった．特定の診  

療謂域を書11とナる医療機関やホ度救命救急センターのあり方についても王￥なm環であ  

り、引き統き、確論を行っていく必辛がある．また、平成3年度に発足した救急救命士制  

度についても、すでに20年近くが経過し制度が定着してきたが、今後は、メディカルコ  

ントロール協縫会の位t付けや．救魚救命士の一層の活用方法についても検肘十べきであ  

る．   

この他にも、敵情としてI土取り上けなかったものの、水棲村会の中でト度々、患者・家  

族等地域住民と医療従事者の双方における 一枚魚医療の公共性に関する認識の必￥性ノに  
ついて発書があった．   

医療は皿民生活の基盤を支える公共性の布い営みであり、患者・家族など、地域住民と  

医療従事者の双方にそれ七支える努力が必零であること、特に救急医凛は限られた医療資  

漁を有効に活用する必要性が布いこと疇を広く社会が認施する必賢がある．一安心と希望  

の医療確保ビジョン」において述べられているとおり、軽症息着に上る夜間の救急外来利  

用ヤ、不適切な救急暮の利用に上り、救急医農機関の負担を不必】引こ増加させ、真に必要  

な場合に救急医癒を受けられないことがないょうにしなければならない．このたわ．地域  

の各医療機関の機能ヤー門性について地域住民に適切に情♯提供を行うとといこ、適切な  

受診行勧等についての積極的な曹及・啓発を行うことが求められる．また患者・家族等が、  

特に救急医療にはリスクや不杜夫性が伴うことを】温漉した上で、疾病ヤ櫓凛について主体  

的な理解に努めつつ、医療従事者と敵側する姿勢が必要であり、モのための支援が重要で  

ある．   

人口構成のホ静化、救急搬送息書の亀責l、医療の升等に対ナる国民の期待のホまりなど、  

救急医療を巡る環境は大きく変化している．医療は、人々が地域で安心して生活していく  

上で欠かナことができない、四民生活の基盤を支える甘みであり、とりわけ救急医まは、  

地域のセーフティーネットを確保するという奴点からその根本をなナものである．車検村  

会においては、引き続さ、救急医球体制を取り巻く状況の変化に対応した、あるべき救急  

医療体制の構築に向けた！鼓鰭を行っていく必要がある．  

1丁  

「救急医療の今後のあり方に関する検討会j  

＜メンバー＞  

石井正三  日本医師会常任理事  

長  陽子  茨城県保健福祉部長州卜川  

染谷  意 ．茨城県保鵬祉部次長叩■て▼■  

坂本 哲也  帝京大学医学卸救命救急センター教授  

篠崎 英夫  国立保健医療科学院長  

島崎 修改 （財）計本牧烏医療財団理事長 ノ 杏林大学救急医筆数授  

豊田 一別  国立礪環器病センター 内科脳血管部門 医長  

野々木 宏 国立循環器病センタ∵ 心臓血管内科部長  

藤村 正哲  大阪府立母子保健総合医療センター 総長  

前川 削烏  山口大学医学部長  

松下  隆  帝京大学医学部整形外科主任教授  

山本 倶博  文京臨海病院長  

＜オブザーバー＞  

荒木 裕人  総務省消防庁救急企画室■■1－I■  

■濱口 達弘  総務省消防庁救急企画き■－＝い－－■   

これまでの検討の経緯  

（第1回の旗贈）  

攣傭会の概要について  
今後の救命救急センターの整傭について  
ホ度救命救急センターのあり方について  
救命救急センターの評価のあり方について  

（事Z圃の牲趨）  

救命救急センタ・一の充実度騨価の見直しについて  
・有賀蓼考人からの挽肉  
・坂本委▲からの悦明  
今後の救命救急センターの塵備について  
高度救命救急センターのあり方について  

（第a匡の敗慮）  

救命救急センターの充実度評価の見正しについて  
今後の救命救急センターの整彿につl＼て  

高度救命救急センターのあり方について  

（第4回の随想）  

今後の救命救急センターの榊について  
・救急医農機関の出口の間瑠について  
第二次救急医贋機関について  
・第二次救急医療機朋の状況について  
・ER型救急医療欄欄について  

（翳さ回の軋輪）  

これまでの縫紋について  
救急搬送において受入れに至らなかった理由について（出口の問題など）  

第二次救急医療機関のあり方について  
中間取りまとめの廿子（農）について  

く♯6国及びT7洩のは愴）  

中間取りまとわ（案）について  ト
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